
別紙　事業計画書
１　申請者の概要
	申 請 者
	会社名
	

	
	代表者名
	

	
	主たる事務所の所在地
	

	
	埼玉県内の技術開発
生産拠点の所在地
(本店が県外の場合)
	

	
	本店所在地
	

	
	県内事業所
	

	
	資本金出資金
	　　　　　　　　　万円

	
	従業員数
	　　　　　　　　名

	
	設立年月日
	年　　　月　　　日

	
	業種・主な
業務内容
	

	実 施 場 所
	名称
	

	
	所在地
	

	連 絡 先
	所属名
	
	電　話
	

	
	職名
	
	ＦＡＸ
	

	
	氏名
	
	E-mail
	

	
	連絡先住所
（郵送先）
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※必要に応じ、適宜、行を追加して記載ください。
２　補助事業の概要
補助事業の対象とするシステムを「AIシステム」、「IoTシステム」、「ロボットシステム」から１つ選び、事業の概要を記載してください。但し、公表に支障のあるノウハウや知的財産権を含む内容は記載しないで下さい。
	①　補助事業の対象とするシステム
②　事業の概要（１００文字程度）



３　補助事業を実施する背景、目的
　補助事業を実施する背景、目的について記載してください。
	①　背景
②　目的



４　現状の課題
　「３」②の目的を達成するために解決すべき課題を記載してください。
	


５　補助事業の目標
　「４　現状の課題」を踏まえ、達成すべき経営改善目標を記載して下さい。その中で、補助金交付要綱第４条１項２号の通り、生産性や効率性向上といった評価指標項目と具体的な数値目標を記載してください。特に「ＡＩシステム」を対象とする補助事業については、ＡＩの精度指標（認識率、正答率など）を評価指標として取り入れてください。あわせて、評価指標の目標が達成されたとき、経営改善にどのようにつながるかを明記してください。（複数の項目でも可）
	・評価指標項目
・数値目標（「ＡＩシステム」の場合はＡＩの精度指標も記載）
・評価指標の目標達成により経営改善にどのようにつながるか



６　事業の具体的な取組内容と将来展望
補助事業の実施内容を具体的に記載してください。
記載に当たっては、下記の項目を参考に、必要に応じて図表や写真等を用いて、具体的かつ詳細に分かりやすく記載してください。
	1 「２　①補助事業の対象とするシステム」に記載したシステムの活用に関して、これまで自社で取り組んできた内容
2 今回の補助事業における「２　①補助事業の対象とするシステム」に記載したシステムを構築する必要性
③　具体的なシステム内容（全体構成図、導入する機器・ソフトウェア、通信方式など）
4 　開発内容（ＡＩ部分、ＩｏＴ部分、ＡＩの解析結果によるフィードバック部分、ロボット部分、各部分のシステム動作内容、得られる結果等と目標達成手段との関係性）
5 　期待される成果（リードタイム短縮、コスト削減、品質向上、効率性向上など）
（「５　補助事業の目標」で掲げた具体的な数値目標の算定根拠等も踏まえ記載して下さい。）



７　事業の実施体制
社内（実施責任者及びプロジェクトリーダー（実施リーダー）の所属）、社外（外注、委託）のリソースをどのように活用して事業を推進するのか、実施体制と個々の役割や内容等を記載してください。
	


８　事業実施スケジュール
　（１）事業実施予定期間
　　　　交付決定日以降　～　令和　　　年　　月　　日完了（予定）
　　　　　　
　（２）事業の実施時期等（交付決定以後、事業完了までの計画を記載してください）
	　　　　　　　　　　　　月
 実　施　項　目
	6月
	7月 
	8月 
	9月 
	10月
	11月 
	12月
	1月
	2月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　※　計画実施期間を　　　　　　で示してください。
９　補助事業予算明細表
【別表】の補助対象経費の区分に応じて必要経費を記載して下さい。
なお、費用は全て税抜き価格となります。
※補助金交付申請額の総額は、補助対象金額の２／３かつ、「ＡＩシステム」は５００万円、「IoTシステム」は２００万円、「ロボットシステム」は３００万円を超えることは出来ません）
	費　目
	積算根拠
	金額
（千円）
	補助対象金額
（千円）
	補助金交付申請額
（千円）

	①機械装置・器具購入費、ソフトウェアパッケージ購入費

	※機器名称・主要型式（あるいはモデル名）及びメーカー名、ソフトウェアパッケージ名称・メーカー名及びそれぞれの単価、数量、冶具費など

	
	
	

	3 クラウド使用料等

	※補助事業期間内の費用のみ対象。通信費は、補助事業のためにだけに設置した回線使用料のみ対象


	
	
	

	③委託費

	※システム開発費、工事作業費など。委託費総額が補助金交付申請額の１／２を超えないものとする

	
	
	

	④技術指導費

	※システム構築を行うに当たって、外部（専門家等）から技術指導を受ける場合に要する経費


	
	
	

	⑤外注費

	※システムを構築するために必要な機械装置の設計、改造、電気工事等の外注に必要な費用


	
	
	

	⑥その他事業費

	※上記以外で、必要となる経費（ただし、理事長が必要と認めた場合のみ補助対象となります）

	
	
	

	合　　　計　　
	
	
	


※　消費税及び地方消費税については補助対象外とする。
